
令 和 ６ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省住宅局住宅生産課） 

項 目 名 認定長期優良住宅の所有権の保存登記等に係る軽減措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

【制度の概要】 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成 20 年法律第 87 号）第６条第

１項の規定により認定を受けた計画に基づき新築等された住宅（以下「認定長

期優良住宅」という。）に係る登録免許税について、以下のとおり税率を引き

下げる。 

 ・所有権保存登記 １/1000 

  （本則 ４/1000 一般住宅特例 1.5/1000） 

  ・所有権移転登記 ２/1000（一戸建て）、１/1000（一戸建て以外） 

  （本則 20/1000 一般住宅特例 ３/1000） 

 

【要望の内容】 

特例措置の適用期限を２年間（令和８年３月 31 日まで）延長する。 

 

【関係条文】 

 租税特別措置法 第 74 条 

 租税特別措置法施行規則 第 26 条 

 

 平年度の減収見込額     百万円 

(制度自体の減収額) (     百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (     百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

「住生活基本計画」（令和３年３月 19 日閣議決定）を踏まえ、脱炭素社会に

向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックを形成する。そのため、

省エネ性、耐震性、耐久性、可変性等に優れ、適切な維持保全が確保される認

定長期優良住宅の更なる普及に取り組む。 

 

⑵ 施策の必要性 

我が国においては、住宅ストックが戸数的に充足した一方で、本格的な少子

高齢社会、人口・世帯減少社会が到来し、空き家問題、環境問題や資源・エネ

ルギー問題が深刻化している。これらの課題に対応するためには、維持管理等

の適切な実施により、良質な住宅が資産として次の世代に承継されていく新た

な住宅循環システムを創出する必要がある。 

このため、耐久性等に優れ、適切な維持保全が確保される認定長期優良住宅

の普及の促進を図ることが有効であるが、令和４年度時点で、認定長期優良住

宅のストック数は約 148 万戸であり、「住生活基本計画」（令和３年３月 19 日

閣議決定）の目標である約 250 万戸（令和 12 年度）には、いまだ道半ばの状況

にある。 

認定長期優良住宅は高い耐久性等の確保のために建築費が上昇し、一般住宅

に比べて取得費用が高くなっている。これが国民の取得意欲を阻害しないよう

にするため、本特例措置を延長して税負担額を抑制することで、認定長期優良

住宅の普及を引き続き促進する必要がある。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 「住生活基本計画」（令和３年３月 19 日閣議決定）におい

て、脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住

宅ストックの形成に向けた基本的な施策として「長期優良住

宅の維持保全計画の実施など、住宅の計画的な点検・修繕及

び履歴情報の保存を推進」「耐震性・省エネルギー性能・バ

リアフリー性能等を向上させるリフォームや建替えによる安

全・安心で良好な温熱環境を備えた良質な住宅ストックへの

更新」「2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、省

エネルギー性能を一層向上しつつ、長寿命でライフサイクル

CO2 排出量が少ない長期優良住宅ストックや ZEH ストックを

拡充」と位置づけられている。 

 「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（令和５年６月 16

日閣議決定）において、「徹底した省エネルギーの推進に向

け、（中略）省エネ効果の高い住宅・建築物の新築・改修、

断熱窓への改修を含むＺＥＨ・ＺＥＢ等の取組を推進する」

と位置づけられている。 

（政策評価体系における位置付け） 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及

び向上の促進 

施策目標１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 

業績指標４ 認定長期優良住宅のストック数 
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政 策 の 

達成目標 
認定長期優良住宅のストック数 約 250 万戸（令和 12 年度） 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

２年間（令和６年４月１日～令和８年３月 31 日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

認定長期優良住宅のストック数 約 186 万戸（令和７年度） 

政策目標の

達 成 状 況 
認定長期優良住宅のストック数 148 万戸（令和４年度） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

令和６年度  

保存登記 106,857 戸 

 移転登記  1,535 戸 

令和７年度  

保存登記 110,665 戸 

 移転登記 1,590 戸 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

質の高い住宅の市場への供給を促進するため、認定長期優良住

宅の取得を引き続き広く誘導していくことが、政策目標の達成

のために有効である。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

・認定長期優良住宅に係る住宅ローン減税（所得税） 

（租税特別措置法第 41 条第 10 項） 

・認定長期優良住宅の新築等をした場合の税額控除（所得税）

（租税特別措置法第 41 条の 19 の４） 

・認定長期優良住宅に係る特例措置 

（不動産取得税、固定資産税） 

（地方税法附則第 11 条第８項、附則第 15 条の 7） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業 

（令和６年度予算概算要求額：424.17 億円の内数） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

上記制度と相まって、税制においても必要な措置を講じること

により、認定長期優良住宅の普及を図る。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

認定長期優良住宅の取得を促進するため、当該住宅の取得に

係る税負担の軽減を図ることは効果的である。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

・所有権保存登記 適用件数（見込数）※納付額 

令和元年度  100,718 件             ※1,166,903,000 円 

令和２年度   94,220 件（99,938 件）  ※1,073,912,800 円 

令和３年度  103,209 件（102,147 件）※1,218,463,400 円 

 

・所有権移転登記 適用件数（見込数）※納付額 

令和元年度   1,629 件      ※28,766,000 円 

令和２年度   1,322 件（2,534 件）※26,165,100 円 

令和３年度   1,483 件（2,590 件）※25,768,700 円 

 

（法務省「登記統計」より） 

※前々回要望時の適用件数については、括弧内のとおりであ

る。 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

認定長期優良住宅の総戸数は着実に増加してきている。本特

例措置は、認定長期優良住宅の新築等を促進し、質の高い住宅

ストックの形成に寄与している。 

前回要望時 

の達成目標 
認定長期優良住宅のストック数約 250 万戸（令和 12 年度） 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

令和４年度の認定長期優良住宅のストック数は約 148 万戸で

あった。なお、目標期間を満了していないため、現時点で目標

達成の成否を評価することは困難である。認定長期優良住宅は

一般住宅に比べて取得費用が高いため、普及には一定の期間を

要するものと考えられる。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 20 年度 創設 

平成 22 年度 延長（２年） 

平成 24 年度 延長（２年）・縮減 

平成 26 年度 延長（２年） 

平成 28 年度 延長（２年） 

平成 30 年度 延長（２年） 

令和 ２年度 延長（２年） 

令和 ４年度 延長（２年） 
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